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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】機械的強度、衝撃強度等の物性に優れ、低ひけ
、低そり変形に優れたポリブチレンテレフタレート樹脂
組成物からなる携帯端末部品を提供する。
【解決手段】(A)変性ポリブチレンテレフタレート樹脂1
00重量部に対して、(B)扁平な断面形状を有するガラス
繊維40～140重量部を配合してなるポリブチレンテレフ
タレート樹脂組成物からなる携帯端末部品。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
(A)変性ポリブチレンテレフタレート樹脂100重量部に対して、
(B)扁平な断面形状を有するガラス繊維40～140重量部
を配合してなるポリブチレンテレフタレート樹脂組成物からなる携帯端末部品。
【請求項２】
　(A)変性ポリブチレンテレフタレート樹脂が、全ジカルボン酸成分に対して５～30モル
％のイソフタル酸を含むイソフタル酸変性ポリブチレンテレフタレートである請求項１記
載のポリブチレンテレフタレート携帯端末部品。
【請求項３】
　(A)変性ポリブチレンテレフタレート樹脂が、ポリブチレンテレフタレートとイソフタ
ル酸変性ポリエチレンテレフタレートの混合物である請求項１記載の携帯端末部品。
【請求項４】
　(B)扁平な断面形状を有するガラス繊維が、長さ方向に直角の断面の長径（断面の最長
の直線距離）と短径（長径と直角方向の最長の直線距離）の比が1.3～10の間にあるもの
である請求項１～３の何れか１項記載の携帯端末部品。
【請求項５】
　(B)扁平な断面形状を有するガラス繊維が、平均断面積100～300平方マイクロメートル
のものである請求項１～４の何れか１項記載の携帯端末部品。
【請求項６】
　更に(C)モース硬度4.5以下の無機白色顔料を用いて着色された請求項１～５の何れか１
項記載の携帯端末部品。
【請求項７】
　携帯端末部品の筐体（ハウジング）、補強板（シャーシ）、フレーム、ヒンジ又はこれ
らの周辺関連部品である請求項１～６の何れか１項記載の携帯端末部品。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、特定のポリブチレンテレフタレート樹脂組成物で成形された携帯端末部品に
関する。更に詳しくは、機械的強度、衝撃強度等の物性、および低ひけ、低そり変形等の
成形性に優れたポリブチレンテレフタレート樹脂組成物を用いた携帯端末部品に関する。
【背景技術】
【０００２】
　各種のＯＡ機器、家電製品、電話機等の電気・電子機器は小型化の要求があり、特に携
帯として使用する電子機器製品では小型・軽量の要求が強い。従来、各種携帯端末の電子
機器を収容するための筐体（ハウジング）、この製品強度を維持するための補強板（シャ
ーシ）等の材料としては、電子機器を保護するという観点から、アルミニウム、マグネシ
ウム等の金属材料やセラミック材料が使用されてきた。しかし、これらの材料の比重はア
ルミニウムの2.69をはじめとしてかなり大きいため、電子機器の総重量に占める筐体の割
合が大きくなり、かなり重いものとなっていた。また、金属材料は価格が高く、成形加工
も難しいため、重量、コストおよび生産性の面で問題があった。金属材料が抱えている上
記の問題点を解決するため、代替材料として低比重で値段が安く、且つ成形加工性に優れ
たプラスチック材料が注目を浴びるようになってきた。
【０００３】
　一般的なプラスチック材料の比重は2.0以下と金属材料の比重に比べて小さいため、こ
れらの部品に応用することで、携帯端末製品の軽量化をはかることができる。また、プラ
スチック材料は、一般的に圧縮成形、射出成形、射出－圧縮成形、ブロー成形等の方法に
よって成形されるが、その中でも射出成形法は量産性に優れているため低価格化をはかる
ことができるので、電子機器の筐体成形法として最も多く用いられている成形技術である
。これら携帯端末には、ポリカーボネート（ＰＣ）樹脂、アクリロニトリル－ブタジエン
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－スチレン共重合体（ＡＢＳ）樹脂、ＡＢＳ樹脂とポリカーボネート樹脂もしくはポリブ
チレンテレフタレート（ＰＢＴ）樹脂とのブレンド材料等のプラスチック材料単独もしく
は炭素繊維、ガラス繊維等の強化材料を充填した複合材料の使用が検討されてきた（特許
文献１）。
【０００４】
　しかしながら、ＡＢＳ樹脂、ＰＣ樹脂、ＡＢＳ／ＰＣ樹脂、ＡＢＳ／ＰＢＴ樹脂等の一
般的なプラスチック材料単独の使用は、引張強度、弾性率等の機械的強度、衝撃特性が比
較的低いため、成形品の厚みを厚くしたり金属の補強板を併用する必要があるため、部品
点数が増加し製品設計上の制約が発生する問題があった。これに対し、機械的強度、剛性
、衝撃特性を改善する目的で、一般的なガラス繊維、炭素繊維で補強された複合材料も提
案されているが、その効果は十分でなく、特に炭素繊維で補強された複合材料は剛性は高
いものの材料価格が著しく高くなるため実用性がなかった。
【０００５】
　また、芳香族ポリアミド樹脂と変性ポリフェニレン樹脂のブレンド材料（特許文献２）
を用いた補強樹脂材料が提案されている。しかしながら、これら樹脂材料では、優れた強
度、剛性は得られるものの、衝撃特性は不十分であり、成形時に発生するガスが多いため
成形量産性が悪く、成形品に発生するバリ処理が必要とされるため製品製造コストが高く
なるという問題があった。
【０００６】
　一方、特許文献３においては、ガラス繊維として長手形状の断面を有する非円形断面繊
維を用いることで、機械的強度に優れるポリブチレンテレフタレート樹脂組成物が開示さ
れている。しかし、通常のポリブチレンテレフタレート樹脂は、射出成形等の成形加工時
の固化過程で発生する収縮が大きく、成形品のひけ量が大きい問題や、収縮異方性による
そり変形が大きいという問題があった。携帯端末部品のように、高強度、高剛性、高衝撃
、成形品のひけとそり変形等が同時に要求される成形品への応用は困難とされていた。
【特許文献１】特開平７－６０７７７号公報
【特許文献２】特開平６－２４０１３２号公報
【特許文献３】特開昭６２－２６８６１２号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明の目的は、機械的強度、衝撃強度等の物性に優れ、低ひけ、低そり変形に優れた
ポリブチレンテレフタレート樹脂組成物からなる携帯端末部品を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明者等は上記課題を解決するため鋭意検討を行った結果、特定の変性ポリブチレン
テレフタレート樹脂と扁平な断面形状を有するガラス繊維とを組み合わせた樹脂組成物を
成形することにより、上記目的を達成し得る携帯端末部品が得られることを見出し、本発
明を完成するに至った。
即ち、本発明は
(A)変性ポリブチレンテレフタレート樹脂100重量部に対して、
(B)扁平な断面形状を有するガラス繊維40～140重量部
を配合してなるポリブチレンテレフタレート樹脂組成物からなる携帯端末部品である。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明のポリブチレンテレフタレート樹脂組成物からなる携帯端末部品は、軽量化効果
が高く、剛性および衝撃にも強いため破壊しにくい特徴を持つ。また、成形性に優れ後処
理加工が簡略化できるため、製造コスト低減が可能である。本発明は、携帯端末部品の筐
体（ハウジング）、補強板（シャーシ）、フレーム、ヒンジ又はこれらの周辺関連部品に
好適である。
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【発明を実施するための最良の形態】
【００１０】
　以下、順次本発明の樹脂材料の構成成分について詳しく説明する。
【００１１】
　本発明に用いられる(A)変性ポリブチレンテレフタレート樹脂とは、(1)テレフタル酸ま
たはそのエステル形成誘導体と、1,4 －ブタンジオールまたはそのエステル形成誘導体を
重縮合反応して得られるポリブチレンテレフタレートを主成分とし、これに５～30モル％
のイソフタル酸をコモノマーユニットとして導入した共重合体、あるいは該共重合体を含
有するポリブチレンテレフタレート樹脂、また(2)テレフタル酸またはそのエステル形成
誘導体と、エチレングリコールまたはそのエステル形成誘導体を重縮合反応して得られる
ポリエチレンテレフタレートを主成分とし、これに５～30モル％のイソフタル酸をコモノ
マーユニットとして導入した変性ポリエチレンテレフタレート共重合体を含有するポリブ
チレンテレフタレート樹脂であり、更に(1)、(2)を合わせたイソフタル酸変性ポリブチレ
ンテレフタレート、イソフタル酸変性ポリエチレンテレフタレートおよびポリブチレンテ
レフタレートの３種を組み合わせたものでもよい。
【００１２】
　(1)、(2)のいずれにおいても、イソフタル酸はエステル形成可能な誘導体、例えばジメ
チルエステルの如き低級アルコールエステルの形で重縮合に使用し、コポリマー成分とし
て導入することが可能である。
【００１３】
　ここで、イソフタル酸コモノマーユニットの導入量は５～30モル％であり、好ましくは
10～30モル％、特に好ましくは10～20モル％である。導入量は５モル％未満では、結晶性
が高いため、成形収縮の異方性が大きくなりそり変形が大きくなる。また、導入量が30モ
ル％を超えると、本来のポリブチレンテレフタレートの優位点である強度および熱安定性
の低下が大きく、且つ結晶化が著しく低下、遅延されることで、成形サイクルの低下、離
型性の低下を引き起こし、実用的に用いられない問題を生じるおそれがある。
【００１４】
　(1)の場合、イソフタル酸変性共重合体単独か、またはイソフタル酸変性共重合体とイ
ソフタル酸成分を含まないポリブチレンテレフタレートとの併用のいずれでも使用できる
。併用の場合、イソフタル酸変性共重合体とイソフタル酸成分を含まないポリブチレンテ
レフタレートを合わせた全ジカルボン酸成分に対して５～30モル％のイソフタル酸成分を
含むことが必要である。例えば、カルボン酸成分がテレフタル酸のみからなるポリブチレ
ンテレフタレートと10モル％イソフタル酸変性共重合体の併用組成100重量％のうち、ポ
リブチレンテレフタレートの割合は50重量％未満である。
【００１５】
　(2)の場合、イソフタル酸変性ポリエチレンテレフタレートとポリブチレンテレフタレ
ートは併用して用いられる。この場合、変性ポリエチレンテレフタレート中の全ジカルボ
ン酸成分に対して５～30モル％のイソフタル酸成分を含むことが必要である。また、イソ
フタル酸変性ポリエチレンテレフタレートとポリブチレンテレフタレートを合わせて100
重量％とした場合のイソフタル酸変性ポリエチレンテレフタレートの割合は10～60重量％
が好ましい。10重量％未満ではそり変形抑制効果が不十分であり、60重量％を超えるとポ
リブチレンテレフタレートとしての成形性が損なわれ、100℃以下の金型温度で成形でき
ない場合がある。
【００１６】
　(A)変性ポリブチレンテレフタレート樹脂は、本発明の効果を阻害しない範囲で、共重
合可能なモノマー（以下、単に共重合性モノマーと称する場合がある）と共重合させた共
重合体として用いることができる。共重合性モノマーとしては、例えば、テレフタル酸、
イソフタル酸を除くジカルボン酸成分、炭素数２～４のアルキレングリコール以外のジオ
ール、オキシカルボン酸成分、ラクトン成分等が挙げられる。共重合性モノマーは、１種
又は２種以上組み合わせて使用できる。
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【００１７】
　ジカルボン酸（又はジカルボン酸成分又はジカルボン酸類）としては、脂肪族ジカルボ
ン酸（例えば、コハク酸、グルタル酸、アジピン酸、ピメリン酸、スベリン酸、アゼライ
ン酸、セバシン酸、ウンデカンジカルボン酸、ドデカンジカルボン酸、ヘキサデカンジカ
ルボン酸、ダイマー酸などのC4～40ジカルボン酸、好ましくはC４～14ジカルボン酸）、
脂環式ジカルボン酸成分（例えば、ヘキサヒドロフタル酸、ヘキサヒドロイソフタル酸、
ヘキサヒドロテレフタル酸、ハイミック酸などのC8～12ジカルボン酸）、テレフタル酸、
イソフタル酸を除く芳香族ジカルボン酸成分（例えば、フタル酸、２，６－ナフタレンジ
カルボン酸などのナフタレンジカルボン酸、４，４’－ジフェニルジカルボン酸、４，４
’－ジフェノキシエーテルジカルボン酸、４，４’－ジフェニルエーテルジカルボン酸、
４，４’－ジフェニルメタンジカルボン酸、４，４’－ジフェニルケトンジカルボン酸な
どのC8～16ジカルボン酸）、またはこれらの反応性誘導体（例えば、低級アルキルエステ
ル（ジメチルフタル酸などのフタル酸のC1～4アルキルエステルなど）、酸クロライド、
酸無水物などのエステル形成可能な誘導体）などが挙げられる。さらに、必要に応じて、
トリメリット酸、ピロメリット酸などの多価カルボン酸又はそのエステル形成誘導体（ア
ルコールエステルなど）などを併用してもよい。このような多官能性化合物を併用すると
、分岐状のポリブチレンテレフタレート樹脂を得ることもできる。
【００１８】
　ジオール（又はジオール成分又はジオール類）には、例えば1,4 －ブタンジオールを除
く脂肪族アルカンジオール［例えば、アルカンジオール（例えば、エチレングリコール、
トリメチレングリコール、プロピレングリコール、ネオペンチルグリコール、ヘキサンジ
オール（1,6－ヘキサンジオールなど）、オクタンジオール（1,3－オクタンジオール、1,
8－オクタンジオールなど）、デカンジオールなどの低級アルカンジオール、好ましくは
直鎖状又は分岐鎖状C2～12アルカンジオール、さらに好ましくは直鎖状又は分岐鎖状C2～
10アルカンジオールなど）；（ポリ）オキシアルキレングリコール（例えば、複数のオキ
シC2～4アルキレン単位を有するグリコール、例えば、ジエチレングリコール、ジプロピ
レングリコール、ジテトラメチレングリコール、トリエチレングリコール、トリプロピレ
ングリコール、ポリテトラメチレングリコールなど）など］、脂環族ジオール（例えば、
1,4 －シクロヘキサンジオール、1,4 －シクロヘキサンジメタノール、水素化ビスフェノ
ールＡなど）、芳香族ジオール［例えば、ハイドロキノン、レゾルシノール、ナフタレン
ジオールなどのジヒドロキシC6～14アレーン；ビフェノール（4,4'－ジヒドロキシビフェ
ニルなど）；ビスフェノール類；キシリレングリコールなど］、及びこれらの反応性誘導
体（例えば、アルキル、アルコキシ又はハロゲン置換体などのエステル形成性誘導体など
）などが挙げられる。さらに、必要に応じて、グリセリン、トリメチロールプロパン、ト
リメチロールエタン、ペンタエリスリトールなどのポリオール又はそのエステル形成性誘
導体を併用してもよい。このような多官能性化合物を併用すると、分岐状のポリブチレン
テレフタレート樹脂を得ることもできる。
【００１９】
　なお、共重合体において、共重合性モノマーの割合は、例えば、0.01～30モル％程度の
範囲から選択でき、通常、１～30モル％、好ましくは３～25モル％、さらに好ましくは５
～20モル％（例えば、５～15モル％）程度である。また、ホモポリエステル（ポリブチレ
ンテレフタレート）と共重合体（コポリエステル）とを組み合わせて使用する場合、ホモ
ポリエステルとコポリエステルとの割合は、共重合性モノマーの割合が、全単量体に対し
て0.1～30モル％（好ましくは１～25モル％、さらに好ましくは５～25モル％）程度とな
る範囲であり、通常、前者／後者＝99／１～１／99（重量比）、好ましくは95／５～５／
95（重量比）、さらに好ましくは90／10～10／90（重量比）程度の範囲から選択できる。
【００２０】
　また、変性ポリエチレンテレフタレート樹脂についても、本発明の効果を阻害しない範
囲で、イソフタル酸以外の共重合可能なモノマーと共重合させた共重合体として用いるこ
とができる。
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【００２１】
　なお、(A)変性ポリブチレンテレフタレート樹脂の固有粘度（ＩＶ）は、何れも1.2dL/g
以下であることが好ましく、さらに好ましくは1.0dL/g以下である。異なる固有粘度を有
するポリブチレンテレフタレート樹脂又は変性ポリエステルをブレンドすることによって
、例えば固有粘度1.2dL/gと0.8dL/gのポリブチレンテレフタレート樹脂をブレンドするこ
とによって、1.0dL/g以下の固有粘度を実現してもよい。なお、固有粘度（ＩＶ）は、例
えば、Ｏ－クロロフェノール中、温度35℃の条件で測定できる。このような範囲の固有粘
度を有するポリブチレンテレフタレート樹脂を使用すると、十分な靱性の付与と溶融粘度
の低減とを効率よく実現しやすい。固有粘度が大きすぎると、成形時の溶融粘度が高くな
り、場合により成形金型内で樹脂の流動不良、充填不良を起こす可能性がある。
【００２２】
　本発明で用いられる(B)扁平な断面形状を有するガラス繊維とは、長さ方向に直角の断
面の長径（断面の最長の直線距離）と短径（長径と直角方向の最長の直線距離）の比が1.
3～10、好ましくは1.5～８、特に好ましくは２～５の間にあるガラス繊維である。具体的
な形状としては、略楕円形、略長円形、略まゆ形等である。
【００２３】
　(B)扁平な断面形状を有するガラス繊維は、機械的強度、衝撃強度に優れ、そり変形を
抑制するとともに成形性にも優れる。
【００２４】
　又、扁平な断面形状を有するガラス繊維は、その平均断面積が100～300平方マイクロメ
ートルのものが好ましい。100平方マイクロメートルより小さい場合、機械的強度、衝撃
強度が十分でなく、300平方マイクロメートルを超える場合には、射出成形時のゲート詰
まりや、金型や成形機の摩耗の問題を生じる。
【００２５】
　本発明において用いられる(B)扁平な断面形状を有するガラス繊維の配合量は、(A)変性
ポリブチレンテレフタレート樹脂100重量部に対し、40～140重量部、好ましくは50～130
重量部である。配合量が40重量部未満では機械的強度、衝撃強度が低く、また140重量部
を超えると流動性が著しく悪化する。
【００２６】
　(B)扁平な断面形状を有するガラス繊維の使用にあたっては、必要ならば収束剤又は表
面処理剤を使用することが望ましい。この例を示せば、エポキシ系化合物、アクリル系化
合物、イソシアネート系化合物、シラン系化合物、チタネート系化合物等の官能性化合物
がいずれも好ましく用いられる。これ等の化合物は予め表面処理又は収束処理を施して用
いるか、又は材料調製の際同時に添加してもよい。また、併用される官能性表面処理剤の
使用量は、充填剤に対し０～10重量％、好ましくは0.01～５重量％である。
【００２７】
　かかるガラス繊維(B)としては、Ａガラス、Ｅガラス、ジルコニア成分含有の耐アルカ
リガラス組成や、チョップドストランド、ロービングガラス等の配合時のガラス繊維の形
態を問わず、使用可能である。
【００２８】
　本発明に用いる(B)扁平な断面形状を有するガラス繊維は、溶融ガラスを吐出するため
に使用するブッシングとして、長円形、楕円形、矩形、スリット状等の適当な孔形状を有
するノズルを用いて紡糸することにより調製される。又、各種の断面形状（円形断面を含
む）を有する近接して設けられた複数のノズルから溶融ガラスを紡出し、紡出された溶融
ガラスを互いに接合して単一のフィラメントとすることにより調製できる。
【００２９】
　携帯端末部品では樹脂材料を着色して用いることがある。この場合、各種着色顔料や染
料とともに、無機白色顔料を使用するのが一般的である。本発明の樹脂組成物に最適な無
機白色顔料としては、(C)モース硬度4.5以下の無機白色顔料、例えば、硫化亜鉛、酸化亜
鉛、硫酸バリウム、リトポン、炭酸マグネシウム、白雲母、硫酸カルシウム、バライト、
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炭酸カルシウム等である。これら白色顔料では、ガラス繊維折れが少ないため良好な物性
を得ることができる。一方、モース硬度が4.5を超える、ルチル型酸化チタン、アナター
ス型酸化チタン、ブルッカイト型酸化チタン等はガラス繊維折れが多く発生することがあ
り、好ましくない。無機白色顔料の配合量は特に限定されず、一般的な着色必要量であれ
ば良い。
【００３０】
　なお、本発明の樹脂組成物には、必要に応じて、本発明の効果を損なわない範囲で他の
樹脂を含んでいてもよい。他の樹脂としては、ポリブチレンテレフタレート樹脂以外のポ
リエステル樹脂（ポリエチレンテレフタレート、ポリトリメチレンテレフタレート等）、
ポリオレフィン系樹脂、ポリスチレン系樹脂、ポリアミド系樹脂、ポリアセタール、ポリ
アリーレンオキシド、ポリアリーレンサルファイド、フッ素樹脂等が例示される。また、
アクリロニトリル－スチレン樹脂、アクリロニトリル－ブタジエン－スチレン樹脂、エチ
レン－エチルアクリレート樹脂等の共重合体も例示される。これら他の樹脂は単独で又は
２種以上組み合わせてもよい。
【００３１】
　また、本発明の樹脂組成物には、種々の添加剤（安定剤、成形性改善剤等）を添加して
もよい。添加剤としては、例えば、各種安定剤（酸化防止剤、紫外線吸収剤、熱安定剤等
）核剤（結晶化核剤）、難燃剤、滑剤、離型剤、帯電防止剤、染・顔料等の着色剤、分散
等が挙げられる。
【００３２】
　特に、ポリブチレンテレフタレートと、ポリカーボネートや、ポリエチレンテレフタレ
ートをはじめとするアルキレングリコール成分が異なるポリエステルを併用する場合は、
エステル交換抑制のためにリン系安定剤を添加することが好ましい。用いられるリン系安
定剤としては、例えば有機ホスファイト系、ホスフォナイト系化合物およびリン酸金属塩
等である。具体例を示すと、ビス（２，４－ジ－ｔ－４メチルフェニル）ペンタエリスリ
トールジホスファイト、ビス（２，４－ジ－ｔ－ブチルフェニル）ペンタエリスリトール
ジホスファイト、テトラキス（２，４－ジ－ｔ－ブチルフェニル）－４，４’－ビフェニ
レンホスフォナイト、またリン酸金属塩としては、第一リン酸カルシウム、第一リン酸ナ
トリウムの水和物等が挙げられる。
【００３３】
　なお、本発明の樹脂組成物には、必要に応じて、本発明の効果を損なわない範囲で他の
強化用充填剤を添加することができる。他の強化用充填剤としては、本発明で規定した以
外のガラス繊維、ミルドガラスファイバー、ガラスビーズ、ガラスフレーク、シリカ、ア
ルミナ繊維、ジルコニア繊維、チタン酸カリウム繊維、カーボン繊維、黒鉛、珪酸カルシ
ウム、珪酸アルミニウム、カオリン、タルク、クレー等の珪酸塩、酸化鉄、酸化チタン、
酸化亜鉛、酸化アンチモン、アルミナ等の金属酸化物、カルシウム、マグネシウム、亜鉛
等の金属の炭酸塩や硫酸塩、さらには炭化珪素、窒化珪素、窒化硼素等が例示され、有機
充填剤としては、高融点の芳香族ポリエステル繊維、液晶性ポリエステル繊維、芳香族ポ
リアミド繊維、フッ素樹脂繊維、ポリイミド繊維等が例示される。
【００３４】
　本発明の組成物の調製は、従来の樹脂組成物調製法として一般に用いられる設備と方法
により容易に調製される。例えば、各成分を混合した後、１軸又は２軸の押出機により練
込押出してペレットを調製し、しかる後成形する方法、一旦組成の異なるペレットを調製
し、そのペレットを所定量混合して成形に供し成形後に目的組成の成形品を得る方法、成
形機に各成分の１又は２以上を直接仕込む方法等、何れも使用できる。また、樹脂成分の
一部を細かい粉体としてこれ以外の成分と混合し添加することは、これらの成分の均一配
合を行う上で好ましい方法である。　樹脂を金型に充填するための成形法としては、射出
成形、押出成形、圧縮成形、ブロー成形、真空成形、回転成形、ガスインジェクションモ
ールディング等が適用可能であるが、射出成形が一般的である。
【実施例】
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【００３５】
　以下実施例により本発明をさらに詳しく説明するが、本発明はこれらに限定されるもの
ではない。
実施例１～８、比較例１～７
　各樹脂組成物を表１に示す混合比率でドライブレンドし、30mmφのスクリューを有する
２軸押出機（（株）日本製鋼製）を用いて、シリンダー設定温度250℃で溶融混練したの
ちペレット化し、試験片を作成し、各評価を行った。結果を表１に示す。
【００３６】
　また、使用した成分の詳細、物性評価の測定法は以下の通りである。
(1)使用成分
(A)成分
　(A-1)イソフタル酸変性ポリブチレンテレフタレート（固有粘度IV＝0.65dL/g）
　テレフタル酸と1,4 －ブタンジオールとの反応において、テレフタル酸の一部（12.5モ
ル％）に代えて、共重合成分としてのジメチルイソフタル酸12.5モル％を用いた変性ポリ
ブチレンテレフタレート
　(A-2)ポリブチレンテレフタレート（固有粘度IV＝0.69dL/g、ウィンテックポリマー（
株）製）
　(A-3)イソフタル酸変性ポリエチレンテレフタレート（イソフタル酸12.0モル％変性、
固有粘度IV＝0.80dL/g、（株）ベルポリエステルプロダクツ製）
(B)ガラス繊維
　(B-1) ；扁平な断面形状を有するガラス繊維（長径・短径比：４、平均断面積196μm２

、日東紡（株）製）
　(B'-1) ；一般的な円形断面形状を有するガラス繊維（長径・短径比：１、平均断面積1
33μm２、日本電気ガラス（株）製）
(C)白色顔料
　(C-1)硫化亜鉛　モース硬度４
　(C'-1)ルチル型酸化チタン　モース硬度７
　尚、実施例６、７、８および比較例５については、表中の組成に更に第一リン酸カルシ
ウムを0.15重量部添加している。
(2)物性評価
＜引張強さ＞
　得られたペレットを140℃で３時間乾燥後、成形機シリンダー温度260℃、金型温度80℃
で、射出成形により引張試験片を作製し、ＩＳＯ－５２７（試験片厚み４mm）に準じて測
定した。
＜シャルピー衝撃強さ＞
　得られたペレットを140℃で３時間乾燥後、成形機シリンダー温度260℃、金型温度80℃
で、射出成形によりシャルピー衝撃試験片を作製し、ＩＳＯ－１７９（試験片厚み４mm）
に準じて測定した。
(3)そり変形の評価
　下記基準で平板の平面度を測定した。
評価成形品；５０mm×５０mm×厚さ１mmの平板
成形機；FANUC ROBOSHOTα-100Ia
シリンダー温度；260-260-240-220℃
金型温度；80℃
射出圧力；69MPa
平面度測定機；CNC画像測定機クイックビジョンQVH404（ミツトヨ社製）
　平面度測定法は平板上の９点（縦横３×３点）にて測定した。
(4)携帯電話ハウジングでの評価
　図１に示す携帯電話ハウジングを成形し、(4-1)～(4-3)の評価を行った。
成形機；住友重機工業SE100D
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シリンダー温度；270-270-260-230℃
金型温度；100℃
(4-1)携帯電話ハウジングのヒンジ部の曲げ強度
　図１のヒンジ部を押し曲げて、破壊強度を測定した。
【００３７】
　測定器；万能試験機テンシロンUTA50KN（オリエンテック社製）
　測定速度；1000mm／分
(4-2)携帯電話ハウジングのボス部のひけ
　図１のボス部の表面のひけ状況を目視観察した。
判断
　○…ひけ少ない
　×…ひけ多い
(4-3)携帯電話ハウジングのやけ（ガスによる圧縮発熱）
　図１のヒンジ部流動末端のやけ状況を目視観察した。
判断
　○…やけ少ない
　×…やけ多い
【００３８】
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【表１】

【図面の簡単な説明】
【００３９】
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【図１】実施例で成形した携帯電話ハウジングおよびその評価状況を示す図である。

【図１】
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